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ⅱ）衛生管理の状況等の公表結果をみると、表 3 のとおり、平成 26 年の定期報

告が行われた農場数について、23 年の定期報告が行われた農場数と比較したと

ころ、宮城県では約 71％、鹿児島県では約 54％にとどまっており（注）、この

間に離農した農場等があることを考慮しても、定期報告が行われていない農場

が相当数あることが推測される状況となっていたもの（宮城県及び鹿児島県） 

 （注）経年推移での比較のため、調査対象とした宮城県（仙台家畜保健衛生所及び北部家畜

保健衛生所）及び鹿児島県（肝属家畜保健衛生所）を含む県全体を単位としている。 

 

表 3 宮城県及び鹿児島県における定期報告の状況 

調査対象道府県 
平成 23 年の定期報告が

行われた農場数 

平成 26年の定期報告が行われた 

農場数 対 23 年比 

宮城県 6,736 農場 4,800 農場 71.3％ 

鹿児島県 17,649農場 9,494 農場 53.8％ 

（注）「衛生管理の状況等の公表結果」を基に当省が作成した。 

 

このように定期報告が行われていない農場が存在する理由について、9 道府県

（11 家畜保健衛生所）では、電話やはがき等による督促や立入検査時の指導をして

も、定期報告の意義が十分理解されず、特に、高齢又は農場の規模が小さい家畜の

所有者が、定期報告の作成・報告に負担感を持っているとしている。 

 

（定期報告が行われていない農場に対する指導等の状況） 

定期報告が行われていない農場がみられた 9 道府県（11 家畜保健衛生所）におい

ては、上記のように指導しても報告が行われないなどとしているものの、定期報告

が行われていない農場を整理していない家畜保健衛生所がみられた。また、宮崎県

（宮崎家畜保健衛生所）においては、定期報告の回収を市町村に依頼しているが、

定期報告が行われていない農場の報告を求めておらず、未報告の家畜の所有者に対

する督促を行っていないなど、報告義務の履行確保の指導が十分に行われていない

状況もみられた。 

さらに、定期報告義務違反に対する家畜伝染病予防法第 68 条の規定に基づく罰

則について、9道府県（11家畜保健衛生所）では、これまで適用した実績がない。 

罰則の適用については、道府県（家畜保健衛生所）が、家畜の所有者との関係が

悪化し、家畜伝染病予防法に基づく円滑な業務運営に支障が生じることなどを懸念

し、その厳格な運用に踏み切れていないものと考えられるが、都道府県が農場に関

する最新の情報を正確に把握することができず、家畜伝染病が発生した場合の初動

対応の遅れが生じることや、家畜の所有者における飼養衛生管理基準の遵守意識の

低下につながりかねないため、是正を図る必要があると考えられる。 

 

（定期報告の作成・報告に係る負担を軽減する取組の状況） 

定期報告に際しては、衛生管理区域及び消毒設備の設置箇所を明示した農場の平

面図、畜舎ごとの家畜の飼養密度を記載した書面等の書類を添付することとされて

いる（家畜伝染病予防法施行規則第 21条の 2）。 

今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における定期報告の添付書類の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑶-④ 

 

 

 

 

 

表 2-⑶-② 

（再掲） 

 

表 2-⑶-⑤ 
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